平成２０年度第２回 福岡市国民健康保険運営協議会 議事録
１．日  時：平成21年1月21日（水）  午後5時～午後6時40分
２．場  所：天神ビル　11階　11号会議室
３．出席者：17人（18人中）　五十音順
・公益代表：井上委員　今林委員　大石委員　尾形委員　田川委員　中山委員
6人（6人中）　　　　　　
・療養担当代表：江頭委員　小野委員　平田委員　堀尾委員　宮﨑委員　山本委員

6人（6人中）　　
・被保険者代表：島田委員　田代委員　中野委員　安河内委員　結城委員
5人（6人中）
・市側：保健福祉局長　理事　保健医療部長　保険年金課長
国保収納対策担当課長 他
  （欠席者1人）
・被保険者代表：杉委員 
４．議事事項
（１）本日の会議の議事録署名人の選出について
     会長指名により選出することへの全委員の賛同により
・公益代表：井上 委員
・療養担当代表：平田 委員
・被保険者代表：島田 委員  の３名を選出
（２）議題
平成21年度福岡市国民健康保険事業の運営について（諮問）
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保健福祉局長
会長
	・国民健康保険運営協議会委員の参加状況を報告

・国民健康保険運営協議会の定足数に達していることを報告

（開会宣言）

・議事録署名人選出

　全員の賛同により

　・公　益　代　表：井上委員

　・療養担当代表：平田委員

　・被保険者代表：島田委員　　の３名を選出

・諮問書を会長へ手渡し

・諮問書読み上げ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  福岡市長　吉田　宏

　　平成21年度福岡市国民健康保険事業の運営について諮問　

　国民健康保険事業の運営につきましては、かねてより貴協議会のご指導、ご協力をいただいておりますことに深く感謝申し上げます。

　ご承知のとおり国民健康保険は、国民皆保険制度の基盤をなすものとして重要な役割を担っているところであります。

　しかしながら、国民健康保険は高齢者や低所得者の加入割合が高いなどの制度上の構造的な問題により、その財政基盤は非常に脆弱なものとなっており、また、医療費の増大等により、その事業運営は極めて憂慮すべき状況にあります。

　本市におきましても、保険料収納対策、医療費適正化対策を重点的に努力してきたところでありますが、平成20年度の決算見込みにおいては82億円余の累積赤字が見込まれており、依然として厳しい状況にあります。

　かかる状況を踏まえ、国保財政の健全化を図りながら平成21年度の事業を運営していくため、次のとおり諮問いたしますので、ご審議の上、ご答申くださいますようお願いいたします。

１．被保険者一人あたり保険料について

⑴一般被保険者医療給付費分

平成21年度の一般被保険者医療給付費分にかかる保険料は、被保険者一人あたり55,771円（ 1,828円引下げ）とする。

⑵後期高齢者支援金等分

平成21年度の後期高齢者支援金等分にかかる保険料は、被保険者一人あたり18,228円（ 1,828円引上げ）とする。

⑶介護納付金分

平成21年度の介護納付金にかかる保険料は、被保険者一人あたり21,757円（ 1,044円引下げ）とする。

２．保険料の賦課限度額について

⑴医療給付費分

平成21年度の医療給付費分にかかる保険料の賦課限度額は、47万円（据置）とする。

⑵後期高齢者支援金等分

平成21年度の後期高齢者支援金等分にかかる保険料の賦課限度額は、12万円（据置）とする。

⑶介護納付金分

平成21年度の介護納付金分にかかる保険料の賦課限度額は、10万円（１万円引上げ）とする。ただし、賦課限度額にかかる政令が改定された場合とする。

　それでは議事を続けたいと思います。

ただいま諮問書をちょうだいいたしましたけれども、諮問につきましては、１つ目が一人あたり保険料について、それから２つ目としまして保険料の賦課限度額についてという２点でございますけれども、両者関連いたしますので、あわせて審議をしてまいりたいと思います。

　ただいまの諮問に関する説明を、事務局の方から簡潔にお願いいたします。

　お手元の「平成20年度第２回福岡市運営協議会会議資料」によりましてご説明させていただきます。

　表紙をお開きください。初めに目次でございますが、「福岡市国民健康保険の運営について」。

　初めに「20年度の決算見込」、次に「21年度の予算について」、３番目に「一人あたり保険料及び賦課限度額について」、これが諮問内容についての説明でございます。

　次に「収納率の向上について」と、このような順でご説明をしたいと思います。

　なお、資料の最後には当運営協議会委員名簿並びに関係者名簿を記載しております。
　それでは１ページをお開きください。まず「平成20年度決算見込」からご説明いたします。

　国民健康保険事業特別会計は事業ごとに経理いたしております。①の一般医療分は一般被保険者にかかる医療費等を賄う事業でございます。歳入の合計欄のところをごらんください。予算現額 1,199億円に対し、決算見込み 1,030億円となり、169億円の収入減となっております。歳出の合計欄のところでございますが、予算現額 1,186億円に対し決算見込み 1,102億円となり、84億円の歳出減となっております。収支は 1,030億円の歳入に対しまして 1,102億円の歳出のため、差引71億円の収入不足の見込みでございます。

　②の退職者医療分については、企業ＯＢの被保険者にかかる医療費を賄う事業でございます。この退職被保険者にかかる歳出は、保険料収入を除いて被用者保険から交付される療養給付費交付金で賄われるため、収支が均衡する仕組みになっておりますので、収支を０と見込んでおります。　　　　　　

　③の支援分でございますが、後期高齢者の方の医療給付に充てられるものでございます。歳入は、予算現額の合計 140億円に対し、決算見込 135億円で、４億円の歳入減。歳出は予算現額合計 139億円に対して決算見込み 139億円、 700万円の歳出減でございます。収支は 135億円の歳入に対し 139億円の歳出で、差し引き４億円の収入不足の見込みでございます。

　④の介護分は、介護納付金に充てられるものでございます。歳入は、予算現額の合計68億円に対し決算見込み60億円で７億円の歳入減。歳出は、予算現額68億円に対しまして決算見込み67億円、 8,000万円の歳出減でございます。収支は60億円の歳入に対し67億円の歳出で、６億円の収入不足の見込みでございます。

　⑤の事務費につきましては、必要経費が県支出金や一般会計繰入金で賄われますので収支は均衡いたします。

　以上の合計が⑥でございます。歳入は予算現額 1,481億円に対しまして決算見込 1,312億円で、163億円の歳入減でございます。歳出は予算現額 1,481億円に対しまして決算見込み 1,395億円で、86億円の歳出減でございます。収支でございますが、 1,312億円の歳入に対しまして 1,395億円の歳出であるため、82億円の収入不足の見込みでございます。

　２ページをごらんください。歳入・歳出の主なものについてご説明いたします。

　まず、歳出のアの保険給付費ですが、医療給付費、出産育児一時金、葬祭費等でございます。下の表の一番下の右の欄に医療給付費の20年度の見込額を掲載しておりますが、予算に対して54億円減少と見込んでおります。これは被保険者数が当初の見込より 6,000人余り減少したことや、一人あたりの医療費の伸びが鈍化していることなどによるものでございます。

　次にイの老人保健拠出金でございますが、予算に対し５億円減少いたしております。拠出金のうちの事務費拠出金が減少したことによるものでございます。

　ウの共同事業拠出金でございますが、予算に対しまして10億円減少する見込みでございます。共同事業拠出金は、県内の国保保険者間の高額な給付費等に対する再保険事業でございますけれども、県下全体の医療費の伸びが鈍化していることにより減少となっております。

　次に主な歳入のアの保険料でございます。事業ごとの保険料を合計した保険料収入を下の表に記載しております。20年度は現年度分保険料 289億円の収入を見込んでおりますが、収納率は86％に低下する見込みでございます。

  これは、制度改正によりまして収納率の高い75歳以上の被保険者が後期高齢者医療制度へ移行したことの影響によるものと考えております。下の表で、75歳未満の被保険者の収納率を19年度と比較しておりますが、若干上昇している状況でございます。

　３ページでございます。医療給付費等にかかる関連歳入ですが、国・県支出金につきましては、医療給付費等が減となったことに伴い減少しているものでございます。

　なお、一般医療分にかかる国庫支出金が予算に対して決算見込みが 113億円減少しておりますけれども、これは予算上、繰上充用金の調整財源として76億円を計上していたことが主な原因でございます。

  次に前期高齢者交付金は、65歳以上75歳未満の被保険者の医療給付費を全国で財政調整し交付されるものですが、予算編成時、 231億円の収入が見込まれておりました。その後、国の算定におきまして係数等が変更されたことにより、 208億円となったものでございます。

　なお、この 208億円につきましては、前期高齢者にかかる20年度の医療給付費の水準からすると、さらに26億円の過払いが生じるものと推計されまして、22年度の精算時に返還する必要が出てくるのではないかと推測しておるところでございます。

　（３）のアの20年度の決算見込でございます。20年度の決算見込は収支差し引きで約82億円の収入不足という状況です。19年度末よりも 4,500万円収支が改善した状況となっております。ただし、先ほどもご説明いたしましたけれども、前期高齢者交付金が多い状況を見合せますと、一番下の二重線で囲んでいるところでございますが、実質的には95億円の赤字、単年度では約13億円の赤字と推計されるところでございます。
４ページをごらんください。赤字の原因といたしましては収納率が低迷していることです。下の表に16年度以降の収納率を記載しておりますが、収納率が90％に達しない状況が続いております。収納率が90％に満たない場合、国庫支出金が減額され、16年度以前を含めますと約65億円減額されている状況でございます。この累積赤字の解消につきましては、医療制度改革の影響が平年度化する21年度に赤字解消計画を策定し、解消を図っていきたいと考えております。

　５ページをお開きください。「平成21年度の予算案」でございます。まず予算の基礎となる数字、基数についてご説明いたします。網かけをしております全体の欄のついてご説明をいたします。

　世帯数は 214,200世帯と、20年度予算と比較して 1,500世帯の増でございます。被保険者数は 357,400人と、後期高齢者医療制度へ移行する被保険者が 9,000人程度見込まれることなどから、20年度予算と比較して 5,800人の減と見込んでおります。

　医療費総額は 1,053億円と20年度決算見込から3.81％の伸び、一人あたりの医療費は 294,705円と、過去の実績等をもとに20年度決算見込より3.69％の伸びと見込んでおります。  介護につきましては、40歳以上65歳未満の介護保険第２号被保険者が対象で、世帯としましては10万世帯、被保険者数 124,600人と、20年度と比較していずれも減少すると見込んでおります。

　６ページをお願いいたします。基数をもとに編成しました予算案について説明いたします。まず決算と同様に事業ごとに説明いたします。

　①の一般医療分は、歳入歳出とも合計欄でございますけれども、 1,110億円で、20年度に比較しまして88億円の減となっております。これは歳出の保険給付費や老人保健拠出金などの減によるものでございます。

  ②の退職者医療分は、歳入歳出ともに43億円で、20年度と比較いたしまして８億円の減となっております。

　続いて③の支援分は、歳入歳出ともに 159億円で、20年度と比較しまして19億円の増となっております。これは支援金が20年度は11ヶ月分の負担であったのに対しまして、平年度化される21年は12ヶ月分の負担となることなどによる増でございます。

  ④の介護分は、歳入歳出ともに63億円で、20年度と比較しまして４億円の減です。

　⑤の事務費は、歳入歳出とも22億円でございます。

　以上の歳入歳出を合計いたしますと、⑥で示しておりますが、歳入歳出総額が 1,398億円、20年度と比較いたしまして82億円の減となります。

  ７ページをお開きください。これも先ほどの予算案については一枚物で示しておりますので、これを参考にお願いいたします。

　「保険料算定の基となる歳出・歳入について」です。

　まず歳出は、アの一般被保険者分の保険給付費の中の医療給付費は、一人あたり医療費などをもとに 816億円と算定しております。一人あたりの医療費は 291,982円と、過去の実績や高齢化の影響を考慮し、20年度決算見込より4.09％増と見込んでおります。  イの老人保健拠出金は、老人保健制度自体は20年３月に廃止となっておりますけれども、21年度は19年度の精算分として計上しております。

　オの後期高齢者支援金等分は、後期高齢者の方の医療費に充てられる支援金です。20年４月から開始されたため、20年度の負担は４月から２月までの11ヶ月分が対象でございましたけれども、21年度は3月から2月までの12ヶ月分となり、１ヶ月分増えているところでございます。

　カの介護納付金につきましては、国から示されておる一人あたりの負担額等をもとに見込額を計上しております。一人あたりの負担額は毎年度増加しておりますが、精算により納付金額が調整されることで、20年度よりも減となっているところでございます。

　８ページをごらんください。歳入についてご説明いたします。アの保険給付費等にかかる関連歳入ですが、国・県支出金は、保険給付費が20年度と比較し減少することに伴い減となります。前期高齢者交付金は、国から示される係数や20年度の医療費をもとに見込んでおります。

　ウの一般会計繰入金でございます。一般会計の財政状況が非常に厳しい中でございますけれども、経済情勢、国保の財政状況を考慮いたしまして、また、保険料を据え置くために、特別に繰入を追加いたしております。

　下の図を見ていただきますと、21年度は財政規模が縮小しておりますので、一般会計からの繰入金も縮小し、 172億円となるところでございましたが、今回、特別に約４億円の追加を行ったものでございます。その結果、総額 176億円、一人あたりの額にいたしまして、20年度と同額の49,291円となったものでございます。

　９ページをお願いいたします。一人あたりの保険料の算定方法について、四角で囲んでおるところでございますが、歳出額から関連歳入と一般会計繰入金を差し引いた残りが、予算上必要な現年度保険料収入総額となります。その額を被保険者数で割り戻したものが一人あたりの平均保険料となるものでございます。

　右の10ページの保険料試算表をごらんください。保険料は、一般被保険者医療給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分の各事業ごとに計算いたします。

　一番左の一般医療分をごらんください。基数であります被保険者数は、①の 344,400人です。医療給付費や共同事業拠出金などの歳出合計のＡ欄は 1,110億9,200万円となります。歳入では、国・県からの支出金及び前期高齢者交付金などの歳入の小計、Ｂ欄が 782億9,670万円です。さらに一般会計からの繰入、Ｃ欄ですが、132億300万円と特別繰入の3億8,500万円です。

　Ａの歳出合計から、Ｂの国庫支出金とＣの一般会計繰入金を差し引いたＤの欄が現年度に必要となる保険料総額で 192億 700万円でございます。これを被保険者数で除した額が一人あたりの保険料アの55,771円で、20年度よりも 1,828円引下げとなります。

  後期高齢者支援金や介護納付金については同様の計算によりますが、一人あたりの保険料は支援分（イ）で18,228円、20年度よりも 1,828円の引上げとなります。

  介護分（ウ）でございますが、21,757円で、20年度よりも 1,044円の引下げとなります。

  医療分と支援分の合計、（ア）と（イ）を足したものですが、73,999円ということで20年度と同額となります。医療分と支援分、介護分の合計、（ア）（イ）（ウ）を合計したものでございますが、95,756円で、20年度よりも 1,044円の引下げとなります。

  11ページをお願いします。11ページについては収納対策担当課長の方から説明します。

　それでは11ページをごらんください。３の「一人あたり保険料及び賦課限度額」についてご説明を申し上げます。まず、諮問内容についてご説明いたします。諮問内容は一人あたり保険料と賦課限度額の２点でございます。

　まず、被保険者の一人あたり保険料についてでございます。医療給付費分が年額55,771円、20年度に比べまして 1,828円の引下げ。後期高齢者支援分が年額18,228円、 1,828円の引上げ。介護納付金分が年額21,757円、 1,044円の引下げとなっております。

  続きまして、②でございます。保険料の上限となります賦課限度額についてご説明申し上げます。医療給付費分が年額 470,000円、20年度と比べ同額で据え置きでございます。後期高齢者支援分、年額 120,000円、これも同様に据え置きでございます。介護納付金分、年額 100,000円。10,000円の引上げをお願いしたいと思っております。

  次に、それぞれについて具体的にご説明申し上げます。資料の中ほどの参考の表をごらんください。２つの表を掲げております。医療給付費分と後期高齢者支援金分、右側が介護納付金分、それぞれ21年度、20年度を区分しております。まず区分の縦欄をごらんください。先ほどご説明しましたとおり、一人あたり保険料をもとに、被保険者一人あたりで負担していただきます被保険者均等割額、世帯あたりで負担していただきます世帯別平等割額、前年中の所得に応じて負担していただきます所得割の保険料率を算定しております。

　まず医療及び後期高齢者支援分についてですが、被保険者均等割額につきましては、21年度医療分が21,432円、後期高齢者支援分が 7,303円で、合計が28,735円となり、前年同額で据置となっております。

　次に世帯別平等割額でございますが、21年度医療分が24,825円、後期高齢者支援分が 8,392円で、合計が33,217円となり、これも据置としております。

  所得割保険料につきましては、前年中の総所得金額をベースに確定しますので、６月に決定となります。

　最後の一人あたり保険料につきましては、医療分と後期高齢者支援分の合計が73,999円ということで、前年同額で据置としております。

  次に右の表の介護納付金についてでございます。被保険者均等割額につきましては、21年度 8,623円で 378円の引下げ。世帯別平等割額につきましては、21年度 7,163円、 266円の引下げ。所得割料率につきましては、先ほど同様、６月に決定いたします。

　なお、一人あたり保険料につきましては21,757円で、 1,044円の引下げとなっております。

  右の12ページをごらんください。21年度の均等割・世帯割についての補足説明をさせていただきます。均等割と世帯割につきましては、本市の国保条例の規定に基づき、保険料総額の30％を被保険者数で、20％を世帯数で、また所得割につきましては、50％を加入者の方々の総所得で按分し、算定することとしております。

　20年度、今年度でございますが、均等割、世帯割につきまして、今申し上げました賦課割合を条例本則どおりで算定しますと、均等割・世帯割が前年度（19年度）と比べ増加することが見込まれました。このため、均等割と世帯割につきましては、全世帯で負担していただきます保険料でございますが、特に所得割がかからない低所得者の方々の負担が大きくなるという意味もありまして、20年度と19年度を同額としたものでございます。

　このことにつきましては、下に模式的にあらわしておりますが、結果的に均等割・世帯割の賦課割合につきましては、50％からやや低くなってございます。21年度につきましても同様の状態が生じますことから、均等割・世帯割につきましては、低所得世帯の負担増を抑えるために同様の措置を講じたいと考えております。

　11ページにお戻りください。一番下でございます。賦課限度額についてご説明申し上げます。12ページの中ほどにも記載しておりますが、保険料につきましては、給付に対する保険料の負担が過度なものとならないように、国が保険料の上限、賦課限度額を政令で定めております。各市町村はこの政令に決められた額を上限に条例で規定することとなっております。

　平成20年度におきましては、表の右の欄にありますとおり、国が定めております上限と同額でセットしております。21年度におきましては、介護分につきまして、この国の定めが90,000円から 100,000円に改正される見込みでございますので、本市におきましても同様の見直しをしたいと考えてございます。

  また右の12ページをごらんください。賦課限度額の補足説明をさせていただきます。下半分の「■介護納付金分の賦課限度額改正について」というところの３番目の「・賦課限度額を引き上げることで」のところでございます。賦課限度額の引上げにつきましては、図であらわしておりますとおり、所得割料率が低くなりまして、中間所得者層の負担軽減に働くということもありまして、本市におきましては従来から政令の上限に合わせております。21年度におきましても、このような趣旨から国の政令の上限に合わせたいと考えてございます。

　なお、資料には書いてございませんが、前回の介護納付金にかかる賦課限度額の改正につきましては、平成18年度に政令改正に合わせまして80,000円から90,000円へ、10,000円引上げさせていただいております。

  13ページをごらんください。４の「収納率の向上について」ご説明申し上げます。

　国民健康保険料の収納確保につきましては収納率の向上に向け鋭意努力しているところでございます。しかしながら、平成20年度の状況を見ますと、後期高齢者医療制度の創設などにより、比較的収納率のよい方々が国保から移行された影響等もありまして、全体的には非常に厳しい見通しを持っております。こういったこともありまして、普通調整交付金のカット基準であります収納率90％を目標に取り組みを進めてまいります。具体的には「（２）収納率向上のための対策」に４点、記載しております。

　まず、①の滞納整理の強化でございます。滞納整理嘱託員の増員により収納体制を充実し、また高額滞納等の困難事案につきましては、税務当局と連携を図ってまいります。一方、きめ細やかな対応を図るため、納付相談体制の充実も図ってまいります。滞納処分の執行状況については表に記載のとおりでございます。

　②の若年滞納者層の納付啓発・徴収強化につきましては、表に記載しておりますとおり、年齢構成の若い方々のほうが収納率は低い傾向にございます。こういったことから、機会あるごとに納付啓発を行い、また、納付資力がありながら誠意の見られない滞納者につきましては、滞納処分の執行を図ってまいります。

　次に、③の資格証明書の関係でございます。まず資格証明書につきましては、長期の滞納者に対しまして保険証にかえ、滞納者との交渉機会の確保を目的に交付しております。納付の勧奨、納付相談を通じまして、保険料収納の向上あるいは受診機会の確保に努めてまいります。交付状況については記載のとおりでございます。

　最後に、④の口座振替でございます。口座振替の加入率と収納率には強い相関関係がありまして、また、利便性の高い納付方法でありますことから、引き続き加入勧奨の強化を図ってまいります。口座振替の収納状況につきましては、下記のとおりでございます。

　以上、収納率向上までの説明を終わらせていただきます。引き続き保険年金課長から説明を申し上げます。

　恐れ入ります。14ページをお願いいたします。「特定健診・特定保健指導」についてご説明いたします。

　今年度から実施されております特定健診・特定保健指導でございますけれども、健診の実施状況についてですが、計画における目標の受診率20％に対しまして、現在のところ、12月末現在でございますが、 8.8％の実施にとどまっております。

　健診率向上のためにさまざまな取り組みを進めているところでございますが、健診受診に向けて市民全体で気運を盛り上げるため、１月９日には各保険者、医師会、企業等に多数参加いただきまして、特定健診推進応援団を発足し、講演会等を開催いたしておるところでございます。

　また、取り組みにつきましては、健診未受診者に対するコールセンターからのご案内をさらに拡大いたしまして、さらに医師会とも連携させていただき、市民に身近な医療機関で受診者しやすい環境づくりに努めてまいります。

　このほか、健診を受診いただく際に、現在では保険証と受診券の提示というのが必要でございましたが、21年度からは利用者の利便性を考慮いたしまして、保険証のみで医療機関で受診できるようにする予定でございます。

　15ページでございますが、６の「医療費適正化の取組」でございます。従来は紙レセプトで点検を実施しておりました。20年の６月からレセプト管理システムを導入し、一定の効果が認められております。

　このほかに健康への認識を深めていただくため、年６回、「医療費のお知らせ」を送付しているところでございます。

　16ページをお願いいたします。最後に「制度改正」についてご説明いたします。３点ございます。

　まず１点目は、70歳から74歳までの患者負担についてでございます。１割から２割へ引き上げが予定されておりましたけれども、22年３月まで１割に据え置かれることとなっております。

　２点目は、75歳になった月の自己負担額の特例でございます。下の図に示しておりますように、75歳になり国民健康保険後期高齢者医療制度へ移行された月は、それぞれの保険で自己負担額まで負担することになります。75歳に到達した月は負担が増えるという状況にありました。それをそれぞれの保険の自己負担額を半額にすることによりまして、合計の自己負担限度額を従前のとおりとするものでございます。

　３点目は、高額医療・高額介護合算制度でございます。20年の４月以降、１年間の医療費・介護費用の合算額が高額となった世帯に、下に示しております自己負担限度額を超えた分を支給することとなります。受け付けにつきましては、今年の８月から始まることとなります。

　以上で説明を終わらせていただきます。ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

　ありがとうございました。それではこれからあと50分弱でございますが、ご審議をいただくわけです。これからの進め方でございますが、限られた時間の中でご意見を集約していくために、審議時間を２つに分けたいと思います。

　まず、前半40分程度でただいまの事務局の説明に対する質問あるいは確認をまず行っていただく。それを踏まえまして、その後、10分程度になろうかと思いますが、諮問に対する意見を言っていただきたいと思います。そういうふうに２つに分けて進めさせていただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。

（「異議なし」の声あり）
　それでは、よろしくお願いいたします。限られた時間でございますので、できる限り多くの委員の方のご発言をお願いしたいので、ご発言はできるだけ手短に要領よくお願いいたします。それから事務局の方も簡潔な答弁をお願いしたいと思います。それではまず事務局説明に対する質問あるいは確認からお願いをしたいと思います。どなたからでもどうぞ。

　新年度の保険料の考え方について諮問が出されましたが、本市の場合、全国一高いと言われてきた国保の保険料ということで、昨年は市民運動も大きく広がり、所得割の料率が若干引き下がったことによって、一部の方々の保険料が実質引き下がりました。ただ、所得割の影響がない世帯では、ほぼ据置きということになっており、今回、平成21年度の保険料については、介護分が引下げになるとの説明がなされましたけれども、本市の保険料は、非常に高いという悲鳴が市民の中から上がっております。
本市の保険料について、他都市との比較、市民の経済状況等を鑑み、高いという認識をされているのかどうかお伺いしたいと思います。

　事務局、お願いします。

　保険料が高いかというご質問でございますが、政令市で比較して「日本一高い」ということをおっしゃっておられますが、政令市におきましては17政令市中、4番目ということでございまして、本市の高い医療費の状況等を勘案いたしますと、妥当な金額であると考えております。

　委員、どうぞ。

　妥当な金額だと言われましたけれども、個々それぞれの保険料で見ますと、所得の状況に応じて当然変わってくるわけですが、 200万円のモデル世帯、３人世帯で、年間保険料が介護分合わせて46万円を超えるという実態で、所得の２割を上回っており、妥当なものとはとても言えないと思うんです。

　とりわけ今日の経済危機のもとで、先ほど一般会計繰入を三億数千万円、当初計画よりも増やすという説明でございましたが、その繰入の増加分だけで、低所得世帯の負担軽減に十分つながると考えているのか重ねてお尋ねしたいと思います。

　事務局、どうぞ。

　先ほどご説明いたしましたとおり、特段の財政措置を講じたことにより、一人あたり保険料については据置きになっております。このような措置を講じなかったとすれば、一人あたり 1,120円程度値上がりしていたところでございます。その 1,120円程度を抑制するため、一般会計からの繰入をおこなっております。

委員、どうぞ。

　値上がりを避けるためにということですが、もともと本市の保険料は高い、これが市民の皆さまの実感ですよ。このため、昨年14万６千の署名が集まり、請願がなされているのです。

　このもともと高い保険料が上がらないように今回手だてをとるということなのですが、この高い理由について、まず、上乗せ分ですね、法定減免で減額する分や、あるいは本市独自の減免分、このようなものを保険料の算定に上乗せをするというやり方。次に収納率が100％に達しないことを当初から見越して、90％の予定収納率を設定し、収納できない残り10％の不足分を保険料に上乗せしている。こういうものを上乗せすることにより、保険料が大変引き上がっていると思いますが、今回もそのような上乗せ方式をとられるおつもりなのかということをお尋ねしたい。

  事務局、お願いします。

　保険料の算定にあたりましては、先ほど簡単に資料でご説明しましたとおり、医療費等の歳出総額から、国や県からの補助金、一般会計からの繰入金等の歳入を差し引いた残りを保険料収入額として、被保険者の方々に負担をお願いしております。これにつきましては、調定ベースでお願いする額がありますので、先ほど委員がおっしゃったとおり、収納率や減免分について、賦課する額として算入しております。

　ただ、一つ言わせていただきますと、減免分についても一部一般会計からの繰入を行うなど、保険料を軽減するため、一般会計からの繰入ついては、可能な限りの努力をおこなっております。
　委員、どうぞ。

　3点ございまして、福岡市の国保財政は、平成20年度の決算見込みが82億円のマイナスですよね。実質的な単年度収支とかいうのがありますが、これについて説明をしてもらいたいというのが１点です。

　2点目は、20年度が82億円の赤字。21年度予算の見込みも82億の赤字と全然赤字が減っていないわけですね。赤字をどう減らしていくかということについてお考えをお聞きしたい。

　3点目は、滞納処分ですね。例えば20年度で 695件ございますけれども、これは処分したらお金は入ってくるんですか。

  以上、3点をお願いします。

　3点質問が出ました。事務局、どうぞ。

　82億円の赤字についてですが、これにつきましては３ページに記載しておりますが、20年度の決算見込みといたしまして、82億 4,000万円の赤字となっております。この額は累積の赤字額となりますので、20年度の単年度収支については、4,500万円の黒字を見込んでおります。  
  実質的な収支を上げておりますが、国保会計には、国の支出金があります。これには概算払いと精算払いがあり、一旦、概算払いとして、国から支出金を多くいただいたとしても、精算時、概ね２年後に行われるのですが、実際の支出額に見あった額で支出金の再計算が行われるため、概算時に多く支出金が交付されていた場合は返還し、少なかった場合は追加交付されることとなります。これを考慮いたしますと20年度の実質的な収支は、95億円の赤字、実質的な単年度収支としては12億 5,000万円の赤字であるということでございます。

  2点目の赤字についてどう対処するのかということでございます。ご存じのように医療制度を取り巻く環境は、平成20年度の医療制度改革により、大幅に変化しております。後期高齢者医療制度の創設や前期高齢者の医療費に対する財政調整制度の創設など、このような制度が本市国保財政に対し、どのような影響を与えることとなるのか、また、今後どのように推移するのか検証いたしまして、医療制度改革の影響が平年度化する21年度に赤字解消計画を策定したいと考えております。

　3点目の滞納処分によりお金が入ってくるのかというご質問でございます。13ページに滞納処分件数 695件と記載しておりますので、この関係についてご説明いたします。この 695件につきましては、いわゆる債権等の差押えを中心にやっておりまして、この債権等差押えに基づき、預貯金等の取立てをやっております。この関係で納付を含め約 4,400万円程度については、保険料として収入しております。
  ただ、一旦差押えした後につきましても、その滞納者の方と交渉等が行われた結果、差押えを解除するとこともあります。

  最後の質問ですが、国保世帯が約21万世帯ですか、そのうちの約10％が対象ということですね。

  滞納世帯数という意味では、12月末現在で約６万世帯の方が滞納ということになります。
このうち、ご相談していただきまして納付していただける方もいらっしゃるのですが、どうしてもご納付いただけない方、特段の事由がなく、納付の誠意がみられない方については、差押え執行も行っております。

　よろしいですか。それではほかに。どうぞ。

　同じく「収納率の向上について」という13ページのところで3つご質問します。

１つは収納率、29歳以下が 61.50％と非常に低い感じがします。これは平成19年度分の数字ですが、過去においても若い世代というのはこんなに低いのかどうか。また、その低い背景をどういうふうに分析しているのかということが１つです。

２つ目が、払う能力があるのに滞納を続ける滞納者については処分を強化するとありますけれども、全体の滞納者の中で、こういう払えるのに払わないという方が大体どれぐらいの割合いらっしゃるのか。

　３つ目が、滞納整理嘱託員を採用するとありますが、具体的にどういうことをされるのか、教えてください。

　３点について、事務局からお答え願います。

　まず第１点目の若年者層の滞納の状況、過去の推移等についてですが、従前から若年者層の滞納は非常に多い状況であり、特に単身世帯に多く見受けられます。といいますのも、分析といいますか、要因等考えますと、ご家庭をお持ちの場合、どうしても保険証を使わざるを得ないということで、納付をしている場合があるのですが、若い単身の方は病院に行かないということもあって、保険証を使う機会も少なく、保険料は先送りといいますか、納めないということになる場合があるのではないかと考えております。

　次に納付資力がありながら、払っていない方がいるのはないかというお話ですが、徴収事務嘱託員を中心に現地訪問、あるいは納付相談等を通じて実情を把握しておりますが、総体としてどの程度の方が納付資力がありながら納付されていないのかといった分析まではしておりません。

　最後に滞納整理嘱託員についてですが、区役所に保険年金課という保険料の徴収部門がございまして、今回、各区の保険年金課に１名、なるべく滞納整理の実績のある者を新たに採用し、納付等の相談、あるいは滞納整理の執行等について力を入れていきたいと思っております。

　よろしいですか。

　前回のときでしたか、滞納が続く方には外部のコールセンターから「払ってください」といった納付を促す電話をかけるというご説明がありましたけれども、滞納を続ける方について、どこにどういう方がいらっしゃるというデータが、市から外部の組織に洩れる、流出するということに対する安全対策をしているか、教えてください。

　まず、コールセンターの業務ですが、これは委託で行っております。

業務内容は、高額な滞納とか長期滞納者に対する納付勧奨ではなく、初期滞納者、いわゆるうっかりミスで納付をいただけなかったような一ヶ月から三ヶ月の滞納がある方になりますが、そういった方について納付勧奨を行っております。　　　　　　　　

　セキュリティの関係ですが、当然契約もありますし、情報セキュリティポリシーの関係もありますので、特段の配慮を行っております。また、市役所の別館に事務所を設置し、外部との接触、書類の持ち出しができない仕組みをとっております。

　よろしいですか。それではほかに。

　ただいまと同じ「収納率の向上について」に対する質問ですが、「（２）収納率向上のための対策」の「④口座振替の推進」について、「加入率向上のための勧奨を強化する」とありますが、実際の口座振替加入状況を見てみますと、口座加入率がずっと漸減をしておりますが、この状況はどのように分析して、どう改善しようとしているのですか。

　まず一番加入率が低くなった20年度についてご説明します。19年度に比べ、約６～７％減少しておりますが、これにつきましては、後期高齢者医療制度の創設により、75歳以上の方が国民健康保険から後期高齢者医療制度に移行したことが大きな要因としてあげられます。高齢者の方は若い方に比べ口座振替率が非常に高かったため、その分、大きな減少となっております。

　口座振替加入率は、17年度以降、年々下がっておりますが、この要因と考えておりますのが、特に福岡市においては国民健康保険加入者の、異動が非常に多くみられ、年間３万世帯の方々が新規加入、あるいは市外に転出されております。そのような方々について、新規に口座振替の手続きを行っていただけない方がいらっしゃるのではないかと考えております。

　今後の取り組みについてですが、年間約３万世帯の方々が新規に加入されますので、その都度、窓口での加入手続きの際のご案内や郵送によるご案内、コールセンターで納付のお約束をする段階での口座振替の勧奨等についても行っていきたいと思っております。

　よろしいですか。それではほかに。どうぞ。

　先ほど上乗せ方式についてお尋ねしましたが、滞納については若い世代に多くみられるということで、保険証を使わないから、保険料を納めない、国保への加入手続きを行わず保険証をつくらない人が多いのではないかということだったのですが、この認識について私はいかがなものかと思います。

　皆さんもご存じのように、若い世代の不安定雇用が広がる中で、保険に入りたくても入れないという実態が広がっている。これは派遣労働者も同様だと思うのですが、そういう実態をよく見ずに、ご本人が入らないことを進んで選択しているかのような認識は大変問題があるように思います。

　また、収納率の向上に向け、徴収を強化するとのことですが、払えない方から取り上げるという実態になっていないか、真摯に見る必要があると思います。先ほど所得に対する保険料についてお尋ねしましたが、 200万円の所得で46万円、これに税負担などもろもろ加味しますと、 100万円近く保険料や税負担で取られてしまうと。３人世帯で残り 100万円で暮らさなければならない。これはとても払いたくても払えないというのが実態ではないでしょうか。

  収納率を上げるために、実態を把握しながらと言われますが、これまでもそれは言われました。しかし、実際に何が起こっているかというと、例えば学資保険の差押え、納付できないからどうしたらいいかという相談のさなかに、少しの間連絡が途切れてしまったということをもって、学資保険まで差押えするという事態まで起こっております。

  所得が減る中で収納率の向上強化が優先され、生活そのものを脅かし、大変な事態を生み出しはしないかというのを大変危惧しておりますが、そういう認識はおありなのかということ、また、先ほどの上乗せ方式について、こういうやり方は妥当だと言われるのですが、昨年の保険料収入額について、203億円という予算が立てられていたのですが、実際に基礎賦課額を算定するときには、収納率は90％程度にとどまるであろうから、90分の 100を乗じてますね。90分の 100を乗じた上、法定減額分として36億円を上乗せする。さらに福岡市独自の減免分として７億円上乗せするということで、66億円余計に必要であるという算定がされております。
　66億円が保険料を納めている何の責任もない方の保険料に上乗せされているという実態ですよ。これをやらなければ一人あたり２万円近く保険料の引き下げができるんですよ。こういうやり方が妥当かどうかということを改めてお尋ねしたい。

　では２点、質問ですね。事務局、お願いします。

　まず、予定収納率や減額の額等を含めて保険料賦課額を算定することの妥当性についてですが、法令上そのように解釈されておりますし、各保険者の予算編成に当たっての留意事項として国からも指導をされております。歳入欠陥が生じることが当初から予想されていれば、それを加味するという法令上の規定に従ったものでございまして、妥当なものであると考えております。

　次に滞納整理の関係でございます。国保財政の健全な運営のためには、保険料収入の確保が非常に重要であると認識しております。そのような意味において負担の公平性の観点等も含め、特段の努力を行っております。

　ただ、納付が困難である旨ご相談を受けた場合には、家庭の事情等に応じて、保険料の負担緩和、減免等の措置や、一度にお支払いできない場合には分割のご相談をするなど、できる限りの対応を行っております。

　よろしいですか。

　それぞれの事情に応じた対応を行うのであれば、対応する人員も増やさなければならないし、減免によって保険料負担を減らすということもやらなければいけない。何と言っても保険料負担を大幅に軽減する。被保険者の８割以上が所得200万円以下という本市国保財政ですから、低所得者に配慮した事業運営が必要です。国が指導していると言われますが、川崎、千葉、さいたま、あるいは北九州といったところでは、基本的に上乗せ方式はとっていない、こういう自治体もあるんです。そういう点で、本市は本当に機械的なやり方で業務を行っていると思います。
  それと、先ほど出ておりました82億円の累積赤字分については、この主な要因は国がその負担を減らし続けてきたことや、収納率90％以下の保険者にはペナルティーとして、７億から８億円程のカットが行われる、この影響が大きいのではないかと思いますが、違いますか。
　事務局、どうぞ。

　１点目、国の負担が下がったのではということでございますが、従来、給付費等に対する補助金として療養給付費負担金及び財政調整交付金がそれぞれ40％と10％の負担割合で国から交付されておりましたが、17年度より県が一部負担することとなり、現在は、療養給付費負担金が34％、調整交付金が9%と国の負担が減少しております。しかし、この減少分の７％については県が負担しており、国、県を含めた全体の負担率は変わらないと考えております。

　もう１点、収納割合に応じて補助金をカットされる影響が非常に大きいのではないかということでございますが、おっしゃるように本市国保財政の赤字の主な要因としてあげており、国の定める補助金の減額基準が、とりわけ大都市に対して非常に厳しいものとなっているため、国に対してもこの減額基準の緩和について要望をしておりますが、現時点において、基準が緩和されるという情報はいただいておりません。

　ただ、20年度の医療制度改正に伴い、国保から後期高齢者医療制度へ移行された方というのは、収納率が高い方々であり、その影響を考慮せずに制度改正前の減額基準により判断するのは問題があるのではないかとして、政令市を中心に国に要望しているところでございます。

　よろしいですか。他にいかがでしょうか。どうぞ。

　
一般会計からの繰入というのは市民の税金だと思うのですが、国民健康保険以外の健康保険等に加入している人にも市からの繰入金があるのですか。

　事務局、どうぞ。

　市が保険者として事業を実施しているのは、国民健康保険のみみであり、他の政管健保なり健保組合については市が保険者ではありません。市税を投入しているのは国保だけです。

　よろしいですか。それではほかに。

　先ほどから私は福岡市の保険料が高いと申し上げておりますが、ほかの委員の皆さまはどのようにお考えですか。市民の皆さまの声を情報としてお持ちなのであれば教えていただきたいと思うのですが。

　また、滞納世帯に対する処分の状況について、前回の協議会でお尋ねしたところ、これまで福岡市においては、資格証の発行が機械的に行われてきた結果、保険証が交付されていない世帯が１万５千世帯に上り、うち約 700人が昨年７月時点で無保険の子どもだということでした。
子どもたちに対する資格証の発行について、本市では是正する取り組みを行われておりますが、その後、国も子どもたちの分はもちろん、滞納世帯に対する資格証の発行の問題について、内閣府でも一定の方向が新たに示されていると聞き及んでおりますが、進捗状況についてお伺いしたい。

　資格証明書についてのご質問です。いかがですか。

　昨年12月末に国民健康保険法の一部が改正されまして、中学生以下の子どもさんに対しては資格証明書を交付しない。ただ、親御さん、いわゆる滞納者については従前どおり資格証明書を交付する取扱いとなっております。

　よろしいですか。

　子どもさん以外の世帯についても見直しがあっているのではないですか。

　
国民健康保険法の一部改正で今回打ち出されたのは、あくまでも中学生以下の子どもさんのみが対象となっております。

　子どもだけに限定せず、滞納世帯については、例えば今、病気をしているということで、早急に保険証が必要だと窓口で申請をされた場合、直ちに保険証を出す、こういう対応をするようにということが確認されているのではないのですか。

　昨年の11月ごろだったと思いますが、厚生労働省から通知がありまして、子どもについては、委員がおっしゃられているような、緊急に病院にかからなければいけないような状況にある場合は短期の保険証を交付するとの通知がなされております。

　子どもさん以外への対応を現状でされているのかどうか、お伺いします。
実際問題といたしまして、保険証がないから病院にかかりづらいという方はいらっしゃると思います。そのような方については、区役所の保険年金課を窓口といたしまして、実情をお伺いした上で対応を行っております。

　本来であれば、滞納保険料の完納が行われた後、保険証を交付することが望ましいわけですが、実際的には難しい状況もございます。そのような場合につきましては、保険料の一部納付、それも難しい場合については、納付のお願い、誓約をした上で対応を行っております。

　ほかにいかがでしょうか。どうぞ、委員。

　今の厳しい経済情勢の中、だれもが保険料が低く抑えられることを望んでおります。そのような中、保険料が妥当であるというようなことを事務局が言われるのは、少しいかがなものかなと思います。

　というのも、私はなぜ北九州市の保険料よりも福岡市の方が高いのか。また、後期高齢者医療制度が創設されたことによって、比較的医療費がかかっていた方が国保から後期高齢者医療制度へ移行されたことによって、かなり保険料が下がるのではと思っておりました。

　期待しておりましたけれども、今回の説明によると、下がるどころか市民の税金である一般会計からの繰入を行って何とか保険料の現状維持を図れると。一般会計の繰入については、各委員さんもご存じのように税金であるということから、国保でない方の税金も投入されることとなるため、慎重に行うべきだと思います。
それよりももっと行うべきことがあるのではないかと思います。各委員からも指摘されてありましたが、収納率が88％から86％に落ち、特定健診においても目標の20％、42,000人に対し、実施率が 8.8％、18,000人というように、もう少し市が努力をすべきことがあるのではないでしょうか。一般会計の繰入という市民の税金の投入は、もっと慎重に行うべきじゃないかと思っております。

　そのような意味で、４ページに「赤字解消計画」の策定とありますが、計画するだけでは意味が無く、いかに計画を実行に移すのかが大事であると。特定健診においても目標率を決めたけれども、目標に至っていないということから、改善をどのように具体的に行うことになるのか。21年度からと言われていますけれども、今からでもやるべきではないかと思いますが、その辺りについてお答えください。

　今の委員のご質問にお答えしたいと思います。保険料を下げる措置、手法といたしましては、先ほど言われましたように、市民の税金である一般会計からの繰入か、あるいは私ども保険者の義務として収納率を向上させるという、いわば２つしか、手法としてはないわけでございまして、そのような中で一般会計からの繰入につきましては、資料にはございませんが、先ほど委員からもお話がございましたように、３割ぐらいが国保世帯、それ以外の方が７割程度いらっしゃるという中で、この国保は医療保険のセーフティー・ネットということで、法律で税金を投入するということが定められております。

　私どもは総額で 176億円の一般会計からの繰入をいただいておりますが、法定分がそのうち５分の３ぐらい、残りの４割を法定外、法律で決まっている以上の額、一般会計の繰入を行っているところでございます。

　そういう意味でいいますと、おのずと一般会計からの補てんというのは限界があるというふうに考えておりまして、私どもとしては21年度の保険料を据え置くために、先ほどご説明しましたように、通常より４億円程度を増額し、据置をさせていただいています。

　一方、収納率の向上についてでございますが、13ページ以降に収納率の向上を書かせていただいておりますように、まず目標率を定めまして、この目標に到達するようにそれぞれの具体的な方策、滞納整理員を強化して収納体制を充実するとか、若者の世帯は、これはまだ十分な分析をしておりませんので、きちっとした分析をした上で、若年滞納者にどういうやり方が妥当であろうかということも含めまして、改めて計画の策定を行う予定でございます。

　そして、やはり保険料を下げるためには、医療費の増大をどこまで抑えることができるか、伸びを下げるかということでございまして、それにつきましては、本年度から始まっております特定健診・特定保健指導を可能な限り計画的に実施いたしまして、その内容について市民の皆様にご理解をしていただいて、そして健診や保健指導を必要な方には受けていただいて、将来的に医療費の増嵩を少しずつでも抑えていくということが必要であろうと考えております。

　それ以外に15ページにも短期的な医療費の増嵩を抑える策として、レセプト点検、医療費の通知も行いたいと考えているところでございます。以上でございます。

　そうすると、今、言われたような赤字解消計画が具体的に盛り込まれるということで考えてよろしいわけですね。はい、わかりました。

　ほかにもまだご質問、ご確認等があろうかと思いますが、そろそろ予定の時間になってまいりましたので、本日の本題でもあります諮問に対する委員の方々からのご意見をお伺いしたいと思います。

　諮問につきましては、会議資料の11ページに「一人あたり保険料及び賦課限度額について」という形で示されておりますので、ここから、これについての意見を頂戴いたしたいと思います。
いかがでしょうか。どうぞ、委員。

　私は国民健康保険制度というのは、国民皆保険の重要な柱だと認識をしておりまして、だれもが安心して、いざというときに病院にかかれるということが必要だと思います。そのように考えるならば、やはり低所得の方でも負担いただける、なるべく低額な保険料にし、そして皆で支え合うということだと思いますが、今の本市の状況は、負担能力の限界を大きく上回っており、市が努力をしても収納率が十分に上がらないと、こういう実態に反映されていると思います。収納率向上を進めようと思ったら、払える保険料にすることが大事だと。そうすることで、国の定める収納率に対するペナルティー、これについては大問題で廃止すべきだと思うのですが、そのような制度の中においても、収納率の向上につながり、補助金のカットを避けることができるのではないかと思っております。

　保険料の引き下げがなされていない状況で、取り立てだけ強めるというのは、子どもも含めて医療を受ける権利を奪ってきている実態も一部あるわけですから、是正する意味においても保険料を下げるべきではないかと思っております。

他の自治体から移って来られた方がおっしゃられます。本当に保険料が高すぎると。「国保をよくする会」の皆さんが昨年に引き続き街頭署名で高すぎる保険料を引き下げてほしい、そして国にもっと負担を増やすように求めてほしいと、こういう署名活動に取り組んでおられます。近々、議会で請願もなされるようですが、西新では１時間で450筆を超える署名もなされております。こういう市民の切実な思いが広がっています。

　この思いに私はこたえるべきだと思いますし、税金ですよ、税金というのは市民の健康と命を守るために使わなければならないと思いますので、無駄な部分を大幅に削る。無駄な大型開発、人工島などを削る、それが今求められていると思いますし、その分を一般会計からの繰入として大幅に増やすということと、先ほどの上乗せ方式を改めるということ、これが求められていると思いますので、今回、示されている諮問については、保険料を引き下げるために努力をされたという説明ですが、極めて不十分、もっともっと繰入を増やして保険料を大幅に引き下げるべきだと。そしてそういうやり方によって、資格証の発行も大幅に減らすことができるし、市民の健康を守る、医療を受ける権利を保障する、こういう健全な市になるのではないかと思います。
　
ほかの委員の方、いかがでしょうか。諮問についてのご意見を賜りたいと思います。どうぞ。

　私は博多人形をつくっている者なのですが、職人というのは、こういう数字を見せられても全然わからないわけですね。昨日ですか、総会がありましたけれども、来年度の保険料について話し合う、福岡市の国民健康保険運営協議会という会議に出るので、請願を書いてもらえないだろうかと説明すると、みなさん書かれるんですよ。先ほどの意見にもあったように、福岡市は無駄遣いが多いと、市民が納得するように税金を使うなら何も言わないと。人工島などもいろいろありますけれども、今までどれだけ無駄遣いをしてきましたか。オリンピック誘致、いろいろあるじゃないですか。市民があっての福岡市と思うんですよね。

福岡市民が６万人ぐらい増加したということを聞きました。博多区と中央区が増えたと。ということは、住みよい福岡だったら、まだ人が入ってくるんですよ。保険料を半分にしてみたらどうですか。まだ増えますよ。福岡市もそういう努力をして、住みよい福岡をつくろうじゃないかと。自分で保険料を払っていて感じるのですが、とにかく本当に高いです。福岡市も保険料を下げるように努力をしてください。お願いします。

　ほかの委員の方、いかがでしょう。諮問内容についてのご意見をお願いいたします。どうぞ。

　保険料については安くあるべきだということで申し上げておりますが、そのために市がいかに努力するかということが問われていることだと思いますので、私は保険料については市の努力を今後も行うこと。

　それから、一般会計については国保でない市民の方もいらっしゃるという税でありますから、今後は一般会計からの繰入についてはルールを決めて行うことを要望して、また、所得の低い方に対しましての配慮もここに書いてありますけれども、さらに行うことを要望しまして、この諮問のとおりでいいのではないかというふうに思っております。

　ほかの委員の方、いかがでしょうか。

　意見を集約したいので、できるだけ多くの方からお伺いしたいと思います。どうぞ。

　今回の諮問に対しては、いろいろ意見があろうかと思うのですが、据え置きということでございますので、諮問どおりでよろしいかと思います。

　
ほかにいかがでございましょうか。

　ご発言のない方からももう少しご意見を賜りたいのですが。いかがでしょうか。諮問内容についてのご意見をお願いします。

　私も夫が退職してから国保に加入したのですが、加入初年度の保険料はものすごく高くて、どうして国保はこんなに高いのだろうと本当にびっくりしました。去年あたりからちょっと安くなり、ほっとしているのですが、市の方とか関係者の方がいろいろと努力されているのだなというのが、この会議に出席してわかったような気がいたします。

　また、保険料を払いたくても払えない人もいるのだなと、そういう様々なことや、市が努力されている様子がわかってきたのですが、諮問内容をいろいろ聞かせていただいたうえで、判断させいていただきますと、先ほど言われましたように据え置きとのことですので、これ以上高くならないのであれば、諮問どおりとしてよいのではないかと私は思いました。

　他にいかがでしょうか。

　医療費に関して我々薬剤師会がご協力できるのは、今、盛んにテレビ等で流れておりますジェネリック医薬品の使用促進についてでありますが、少し法的に問題がありまして、すべての市民の方にお話しするチャンスが限られるもので、一般的にジェネリックに変えても問題がないような患者様にジェネリック医薬品のお話しをすると、大体３分の１が変更してくださいとおっしゃられます。

　ジェネリックへの変更に関する法的なものが緩和されれば、今年はもっと、全国で一応 200億円ぐらいは適正化でき、医療費を下げられるのではないかと思っておりまして、福岡市の市長にもテストケースとしてやってみませんかという話をしているのですけれども、相当の金額、薬剤費に関して言ったら、３割が変更できれば、大体10％ぐらいの医療費が節減できます。

　
　すみません。諮問内容についてのご意見を伺えないでしょうか。

　
いろいろな努力を行ってあるかと思いますし、医療費というのはどうしても医療の進歩とともに上がっていきますので、値上げがないというところで私は妥当かと思っております。

　それでは、他にいかがですか。諮問内容についてのご意見を。

　私どももいろいろ聞いておりますが、財政困難な折ですので、これでいいのではないかと思います。これ以上、保険料が上がるのであれば、いろいろと考えないといけないと思いますけれども、また来年度にさらにご検討いただいて、今回は諮問どおりとしてよいのではないかと思います。

他に。

　結論を申しますと、このままでよいのではないかと思います。

　ただし、先ほどから意見が出ておりますように、更なる努力をしてください。特定健診等の予防をしっかり行うことで、将来、医療費が下がると思いますので、そういう目標を持った上で諮問どおりということでいいのではないかと思います。

他に、いかがでしょうか。

　私も財政状況の厳しい中で保険料据え置きという諮問内容はいいと思いますし、市当局の方が努力されて、こういう据え置きにされたということに敬意を表します。

　ただ、医療費を今後いかに抑制するのか、そういうことについては、現場の僕らは患者さんと接していて、受診抑制といいますか、もうそういう検査はいいですとかおっしゃられると、医療行為がおろそかになるといった問題もありますので、やはりまず収納率を上げるとか、そういう努力を今後さらにお願いして終わりたいと思います。

　よろしいですか。

私どもは療養担当者ですので、ちょっと言いにくい面もあるのですが、実は日本は非常に低医療費の政策を続けてこられたために、医療の現場は「医療崩壊」というような言葉で表わされるような、いろんな厳しい状況が起きているわけでございます。そのような中で患者さんも受診抑制が明らかに起きておりまして、病気の重症化、そういうものも現実として感じるようになってきております。

　そういう中で医療費というものにつきましては、疾病予防、特定健診・特定保健指導も努力していくということ、それとジェネリックの使用についても私どもは努力しております。そういうことも踏まえて、保険料を現状維持としたことについては、これでよいのかと思います。ここの場で言ってもしようがないのかもしれませんけれども、国の社会保障に対する、セーフティー・ネットとしての社会保障というものに対して、もっと支えていくという姿勢を、ぜひ国に対して一言強く言いたいということも添えまして、保険料につきましては、私はこれでよろしいのではないかと考えます。

　療養担当者の代表ということですので、医療費を使う方の立場ですから、なかなか物を言いにくいのですが、先ほどの意見にもありましたように、平成18年６月に医療制度関連法案ができまして、大変厳しい状況が我々サイドから言うと続いている状況です。

　確かに医療というのはセーフティー・ネットであり、医療はいわゆる生活そのものですので、国がああいう形にしているのならば、やはり地方というか、そういうところはもう少し考えていただきたいという思いはありますけれども、これはしかし、市政としてどれぐらい税金が払えるかということ等々いろいろ考えて出されていると思いますので、私は特別に反対する立場にないと、そういうことでございます。

　被保険者代表の方でまだご発言のない方、どうぞ。

　諮問をされております内容については、安ければ一番いいことですけれども、最大限この厳しい経済状況の中で、ここまで据え置きという形で諮問されておりますし、基本的には諮問どおりでいいかなと考えております。

　ただ、やはり行政の方で最大限、もう少し努力していただく部分が、収納率のアップ、こういうものについては、もう少し努力が必要なのではないかということ、それから医療費全体を抑えるためにも、やはり市民の健康づくりということに対するＰＲなり取り組みを、より全市的な取り組みとして今後もやっていただくということが一番大事ではないかなと考えておりますから、そういうことをお願いして、基本的には諮問事項に理解をするということで発言を終わりたいと思います。

　ほかによろしいでしょうか。それでは、10分ほどオーバーしてしまいましたが、一通り皆様からのご意見をいただきました。

　全体として一人あたり保険料、賦課限度額について、一応諮問のとおりでよい。ただし、やはり市の保険者としての努力、例えば収納率向上対策等が出されておりましたが、そういったことを前提として、この諮問のとおりの内容を運営協議会の意見として答申をしたいと思いますが、よろしいでしょうか。

　今、会長がおまとめになった意見が多かったというふうに思いますが、一般会計からの繰入を大幅に増やしてほしいという意見を私は出しておりますので、そういう中身について何らかの形で反映していただければありがたいと思います。

　すべての意見を答申すると、この議事録を全部出すということになりますので、基本的にはこの諮問を運営協議会としては認めるということを答申させていただきたいと思います。

　本日、この諮問を受けました一人あたり保険料と賦課限度額につきまして、後日、正式に市長に答申をしなければなりませんが、この答申文案につきましては私に一任をさせていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。よろしいですか。　　

（「異議なし」の声あり）
　ありがとうございました。

　それでは、これで一応の審議事項は終わったところでございます。

　それでは最後に、保健福祉局長から皆さんにご挨拶があるそうでので、よろしくお願いいたします。

　本日はお忙しい中、皆様には平成21年度の国民健康保険事業につきまして、熱心なご審議を賜りまして、まことにありがとうございました。高齢化の進展や景気の後退など、国民健康保険を取り巻く環境は非常に厳しい状況にある中、本市としてはできる限りの努力を行っているところでございます。

　ただ、本日、ご審議の中でご意見をちょうだいいたしましたように、私どもがさらに一層の努力が必要であるというふうには十分認識をいたしており、とりわけ収納率の向上や特定健診・特定保健指導、市民の健康づくりについてしっかりと取り組んでいくようにということでございましたしたので、真摯に受けとめまして、今後、努力をしてまいりたいと思っております。

　委員の皆様方におかれましては、今後とも本市国民健康保険事業の安定運営のためにご協力を賜りますようお願いを申し上げます。

　本日はどうもありがとうございました。

　ありがとうございます。それでは本日の会議はこれで終了させていただきます。どうもご協力ありがとうございました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　閉　会


- 32 -
- 31 -

